
 
                                           

1 

NY マーケットレポート（2018 年 8 月 15 日） 
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NY 市場レポート 

 

≪ NY市場概況 ≫ 

NY 市場では、トルコ情勢悪化への懸念が強まったことに加え、米主要株価の下落を受けて、投資家のリスク

回避の動きから相対的に安全な通貨とされる円を買う動きが優勢となり、ドル円・クロス円は序盤から軟調

となった。しかし、カタールがトルコに 150 億ドルの直接投資を約束したとの報道を受けて、トルコ情勢へ

の懸念がやや後退したことや、株価が下げ幅を縮小したことも加わり、その後は値を戻した。 

 

主要な米経済指標結果 

8 月ニューヨーク連銀製造業景気指数 25.6（予想 20.0・前回 22.6） 

 

出所：Bloomberg 

 

2Q 非農業部門労働生産性（前期比年率） 2.9％（予想 2.4％・前回 0.4％⇒0.3％） 

4-6 月期の米非農業部門労働生産性の速報値は、市場予想を上回った。前年比は+1.3％だった。賃金の指標

である単位労働コストは前期比-0.9％、前年比では+1.9％。労働生産性では、生産が+4.8％、労働時間が+1.9％。

時間当たりの労働報酬は名目ベースで+2.0％、物価動向を考慮した実質ベースでは+0.3％。製造業の生産性

は前期比+0.9％、生産が+1.9％、労働時間が+1.0％。 
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出所：Bloomberg 

 

7 月小売売上高（前月比） 0.5％（予想 0.1％・前回 0.5％⇒0.2％） 

7 月小売売上高[除自動車]（前月比） 0.6％（予想 0.3％・前回 0.4％⇒0.2％） 

7 月の米小売売上高は、前月比+0.5％の 5075 億 3300 万ドル（約 56 兆 3000 億円）となり、6 ヵ月連続の増加

となった。ガソリン販売や外食が好調だったことが押し上げ要因となった。前年比では+6.4％だった。品目・

業種別では、ガソリンスタンドが+0.8％、百貨店を含む総合小売りが+0.7％、自動車・同部品が+0.2％、イ

ンターネット通販が+0.8％となった。一方、家具やヘルスケア用品、運動・娯楽用品は減少した。変動が大

きい自動車・同部品を除く売上高は前月比+0.6％、前年比では+7.2％だった。 

 

出所：Bloomberg 
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出所：Bloomberg 

 

8 月 NAHB 住宅市場指数 67（予想 67・前回 68） 

8 月の NAHB 住宅市場指数は、市場予想と一致したものの、11 ヵ月ぶりの低水準となった。建設コストの上昇

に加えて熟練労働者不足が影響した。向こう 6ヵ月の販売見通しは 72（前月 73）となり、2016 年 11 月以来

の低水準、販売の現況指数は 73（前月 74）、購買見込み客足指数は 49（前月 51） 

 

 

出所：Bloomberg 
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米主要株価は反落、ナスダックは1.2％以上の下落 

米株式市場は、世界的な貿易摩擦やトルコの通貨安の影響に対する懸念を背景に、主要株価は序盤から堅調

な動きとなった。また、原油価格が大幅下落したことで、石油株が売られたことも圧迫要因となった。ダウ

平均株価は、序盤から軟調な動きが続き、一時前日比 334 ドル安まで下落。その後は下げ幅を縮小し、137

ドル安で引けた。一方、ハイテク株中心のナスダックは 1.2％以上の大幅な下落となった。 

 

出所：Bloomberg 

 

出所：データを基に SBILM が作成 

 

提供：SBI リクイディティ・マーケット株式会社 

お客様は、本レポートに表示されている情報をお客様自身のためにのみご利用するものとし、第三者への提供、再配信を行うこ

と、独自に加工すること、 複写もしくは加工したものを第三者に譲渡または使用させることは出来ません。情報の内容について

は万全を期しておりますが、その内容を保証するものではありません。 また、これらの情報によって生じたいかなる損害につい

ても、当社および本情報提供者は一切の責任を負いません。 

本レポートに表示されている事項は、投資一般に関する情報の提供を目的としたものであり、勧誘を目的としたものではありま

せん。投資にあたっての最終判断はお客様ご自身でお願いします。  

 


